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Survey”. When we did time-series analysis, it could 

be analyzed empirically by a dynamic model like 

Koyck=Nerlove’s model and Houthakker=Taylor’

s model in a high economic growth period and a 

bubble economy period. However, in the society in 

which economic fluctuation exists, we can't analyze 

demand structure of traditional work by time series 

data using these models.

　This study is could expand in dynamic model 

analysis, but it wasn't possible to get enough 

measuring result. In our model, explanatory 

variables are the living expenditure per capita (real), 

the relative price of the previous year, the demand 

per capita of the previous year, several period 

dummy variables, and we regressed the per capita 

demand to these variables. The introduction to a 

model of these explanatory variables is different 

from the ordinary regression analysis method. We 

could do demand structure of traditional work 

clearly by this analysis.

１．課題

　最近の時系列データによる伝統工芸品需要構造

の計量分析はほとんどなされていない。一般的に、

耐久消費財および非耐久消費財についての時系列

要旨

　本研究は、公統計（「家計調査」）を通じて、伝統

工芸品需要の時系列分析することを目的とする。時

系列分析をおこなう場合、高度経済成長期やバブル

経済期のように所得増加とともに需要も増加する期

間には Koyck=Nerlove モデルや Houthakker=Taylor

モデルなどの動学モデルで充分に実証分析できた。

しかしながら、経済変動が激しい社会においては、

これらのモデルの時系列データで伝統工芸品需要構

造を分析できない。

　本研究のモデルは、動学モデル分析に拡張するこ

ともできるが、充分な計測結果を得ることができな

かった。そこで、本研究のモデルの説明変数に当該

年の 1 人当たり実質所得、前年の相対価格、前年

の 1 人当たり需要および期間ダミー変数を取り入

れ、被説明変数である当該年の 1 人当たり需要を

それらの説明変数に回帰した。これらの説明変数の

導入は通常の回帰分析とは異なる。この分析によっ

て、1997 年から 2017 年における伝統工芸品の需

要構造を明らかにすることができた。

Summary

　This study has for its object that time series 

analyzes traditional work demand through “Annual 

Report on the Family Income and Expenditure 
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データに基づくわが国の需要構造分析は、所得の増

加とともに当該財の需要が増加していた高度経済

成長期の分析では、統計的に有意な計測結果が得

られていた。そのときの計測に用いられたモデル

は、Koyck=Nerlove の分布ラグモデルで短期および

長期の弾力性を求めるもの、Houthakker=Taylor の

動学モデルで短期および長期の係数（あるいは弾力

性）を求めるもの、Theil のロッテルダムモデルで

ブロック・インディペンダンスの一般化した効用関

数から得られた肉類グループからの条件付き限界配

分と条件付スルツキー係数を求めるもの、Deaton= 

Muellbauer の AIDS（Almost Ideal Demand System）

モデルによるものなどがある。

　まず、Koyck=Nerlove の分布ラグモデルを、説明

上価格の要因を除いたモデルで説明する。そこで、

理想値としての行動方程式 qt
＊=b0+b1xt [x：所得 ] を

求めるために、調整方程式 qt – qt-1=(1–δ)(qt
＊

 – qt-1) を

用いる。短期の回帰係数（対数線形モデルの場合、

弾力性）を求めるが、短期の回帰係数の推定式は

qt =B0+B1xt+B2qt-1 で求め、調整係数 (δ) から長期の

回帰係数 b0 =B0 /(1–δ)、b1 =B1 /(1–δ)、B2 = δ を求める

ものである。なお、ここでの調整係数は 0 ～ 1 の範

囲にある値である注１）。

　 つ ぎ に、Houthakker=Taylor の 動 学 モ デ ル は、

Koyck=Nerlove のモデルと同様に価格の要因を取り

除いたもので説明すれば、qt =α+βSt+γxt、[q：需要

量、x：所得、S：状況変数（state variable）] である。

この状況変数は t 期における物理的かつ心理的なス

トックの変化率を示すものである。この状況変数の

係数 β を求めるために、離散型に近似した推計式

qt =A0+A1qt-1+A2Δxt+A3xt-1 を用いる。長期の弾力性は、

α=2A0(A2–A3/2)/A3(A1+1)、
β=2(A1–1)/(A1+1)+A3/(A2–A3/2)、γ=2(A2–A3/2)/(A1+1)、
δ=A3/(A2–A2/2) 求める。Houthakker=Taylor モデルの

係数 β はストック効果が働く耐久消費財需要のケー

スにおいては負の値、習慣形成効果が働く非耐久消

費財需要のケースにおいては正の値で、その係数は

-1 から +1 の範囲にあるものである注 2）。

　Theil の ロ ッ テ ル ダ ム モ デ ル お よ び Deaton ＝

Muellbauer の AIDS モデルは、若干の相違はあるが、

ともに制約付きの需要方程式体系である。とくに前

者の非耐久財需要分析には総消費支出の条件付き限

界配分、当該財価格と代替財価格の条件付きスルツ

キー係数を求めるものである。分析対象の財の需要

方程式体系の条件付き限界配分は正の値、条件付き

スルツキー係数の主対角要素がすべて負の値、他が

すべて正の値となるように計測するものである注 3）。

　本研究の「家計調査」データで伝統工芸品に対応

する当該財需要は、耐久消費財需要であるので、ス

トック効果がどのようなものであるかを分析する

ことになる。すなわち、ストック効果は買い換え

需要を捉えることができる。時系列データを用い

た Koyck=Nerlove モデルや Houthakker=Taylor モデ

ルは、所得が増加することによって需要増加もある

という高度経済成長期や、バブル経済期の分析に

フィットするモデルである。そのようなことから、

これらのモデル分析の習慣形成効果やストック調整

効果はそれぞれの経済理論の整合性にあった計測結

果が得られる。これについては参考文献 [3] および

[13] を参照していただきたい。

　本研究の計測期間はリーマンショック時（2008

年）前の株価 20,000 円台という高値時代最後の



り伝統工芸品需要（たんす、食器戸棚、茶わん・皿・

鉢、婦人着物および婦人用帯）について、全国、九

州地方および北九州・福岡大都市圏について示した

のが、それぞれ表 1 − 1 と図 1 − 1、表 1 − 2 と

図 1 − 2 および表 1 − 3 と図 1 − 3 である。すべ

ての項目の需要は減少傾向にあるが、全国、九州地

方および北九州・福岡大都市圏の項目需要にはそれ

ぞれに需要の変動期間に差がある。全国の表 1 − 1

と図 1 − 1 をみると、各項目とも分析期間の期間

の変動は同様の動きとなっている。九州地方の表 1

− 2 と図 1 − 2 をみると、‘ たんす ’、‘ 食器戸棚 ’、

および ‘ 茶わん・皿・鉢 ’ はほぼ同じ変動期間であり、

‘ 婦人用着物 ’ および ‘ 婦人用帯 ’ はそれぞれ異なる

変動期間となっている。北九州・福岡大都市圏の表

1 − 3 と図 1 − 3 をみると、‘ 食器戸棚 ’、‘ 茶わん・皿・

鉢 ’、‘ 婦人用着物 ’ および ‘ 婦人用帯 ’ は同じ変動

期間であるが、‘ たんす ’ についてはそれらの項目

とは異なる変動期間となっている。これらのように

1997 年から 20017 年の 21 年間は、伝統工芸品需

要の減少傾向があり、しかもこの減少期にはさまざ

まな経済要因が働く変動期間がある。そこで変動期

間のダミー変数を取り入れることによって、当初の

研究目的である需要の切り替えを捉えることができ

るストック効果を計測することにする。

　まず、付表 1 − 1 から付表 1 − 3 の通常の回帰

分析法（Ordinary Regression Analysis Method）に

よる計測結果をみると、所得弾力性は正の値であっ

たが、価格弾力性は正の値と経済理論的な整合性に

欠けているのがほとんどである。また、負の価格弾

力性が得られているものも統計的に有意でなかっ

た。説明力を示す決定係数は、北九州・福岡大都市

1997 年から最新のデータである 2017 年までであ

る。1997 年は山一証券ほかの金融機関の破綻が

相次ぐとともに、消費税 5％の引き上げが始まる。

1998 年は金融ビッグバンがスタートし、明石海峡

大橋が開通する。1999 年は地域振興券の交付開始、

EC 統一通貨ユーロが開始される。2000 年は企業

倒産の負債総額が約 24 兆円となり、過去最悪とな

る。2001 年は国内初の BSE( 狂牛病 ) 発生、アメ

リカ同時多発テロが発生する。2003 年は日経平均

株価 7,607 円と 20 年前の水準になり、イラク戦争

が勃発するとともに中東でテロ続発、中国より新型

肺炎 SARS の感染広がる。2004 年は中越地震他自

然災害が多発したが、トヨタ平成 15 年度純利益 1

兆円を超えている。また、アジア各地で鳥インフル

エンザが拡大する。2005 年は日本の総人口初の減

少（1 億 2,776 万人）となる。2007 年はサブプラ

イムローン問題（信用力の低い個人や低所得者層を

対象とした住宅ローン：世界金融危機）発生する。

2008 年はリーマンブラザースの経営破綻。2009

年はアメリカ GM の経営破綻。2010 年は日本航空

社更生法適用となり過去最大の破綻、中国の GDP

が日本を抜き世界第 2 位となる。2011 年は東日本

大震災と福島原発事故発生、貿易収支が 31 年ぶり

に赤字になるとともに、欧州では経済危機が深刻化

する。2014 年は消費税 8％でスタートする。2016

年は熊本地震が発生し大災害となる注 4）。本研究の

分析期間の国内経済は、これらの国内外の経済社会

的要因や自然災害要因などに影響を受けているであ

ろう。とくに、伝統工芸品需要についてはより大き

な影響を受けている。

　このような本研究の分析期間における 1 人当た

3JOURNAL OF THE MIRAI RESEARCH CENTER FOR TRADITIONAL CRAFTS
KYUSHU SANGYO UNIVERSITY NO.4 MARCH 2021



図 1 − 1．全国の各項目 1 人当たりの需要量の推移
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資料：総務省統計局『家計調査年報≪家計収支編≫』より作成（以下同断）.

表 1―1．全国の各項目 1 人当たりの需要量の推移　　　　

　　　（単位：たんす、食器戸棚、茶わん・皿・鉢は 1 個、婦人着物は 1 枚、婦人用帯は 1 本）



表 1 − 2．九州地方の各項目 1 人当たりの需要量の推移 

 ( 単位：表 1-1 に同じ )

図 1 − 2．九州地方の各項目 1 人当たりの需要量の推移
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図 1 − 3．北九州・福岡大都市圏の各項目 1 人当たりの需要量の推移
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表 1 − 3． 北九州・福岡大都市圏の各項目 1 人当たりの需要量の推移

( 単位：表 1-1 に同じ )



当該財需要をそれらの説明変数に回帰させた。この

モデルは基本的には Koyck=Nerlove の分布ラグモ

デルであるが、この分布ラグ理論に基づけば短期お

よび長期弾力性を求めなければならずストック効果

（習慣形成効果）に当たる係数が 0 から 1 の範囲で

なければならない。本研究では、分布ラグモデルの

短期および長期の弾力性にとらわれず通常の回帰分

析で計測することを考えている。また、経済理論上、

価格は負の係数でなければならないが、期間変動が

激しいケースにおいては係数が正の値を得る場合が

多いので、前年度の当該財価格を用いて分析した。

さらに、変動が激しい期間の研究であるので、期間

ダミーが重要となるため、これをモデルに加えた。

　本研究は、上述のことを踏まえて、伝統工芸品需

要の時系列モデル分析をおこない、変動ある経済社

会要因をとらえる計測方法を提案し、それに基づい

て実証的に分析するものである。

２. モデルの設定

　本研究は、変動が激しい伝統工芸品需要の分析モ

デルをつぎのようにした。すなわち、

（２−１）

　m：ダミー変数の期間数、t：分析期間、 τ：期間ダミー、

　q：当該財の 1 人当たり需要量、

　x：1 人当たり実質所得、p：当該財の相対価格、

　qt-1：1 年前の当該財の 1 人当たり需要量、

　d：期間ダミー変数

　ここで、計測式への変換のために、（2 − 1）式

を対数変換すると、

圏を除けば、すべて低いという結果であった。つぎ

に、付表 2 − 1 から付表 2 − 3 の計測結果をみる

ことにする。この計測結果は、通常の回帰分析では

価格の効果を得ることができなかったことから、価

格の説明変数を除いた Houthakker=Taylor モデル

分析を用いて分析したものである。通常の回帰分析

による計測結果より、決定係数は大きく改善されて

はいるが、ストック係数（β）については正となっ

ている値が多く、経済理論的な整合性に欠けている。

またダービン・ワトソン比は、統計的に有意でな

い項目が多かった。耐用年数は 1/ δであるが、そ

のδは 1 が上限であるものの、ほとんど 1 を超え

る値となっている。さらに、付表 3 − 1 から付表

3 − 3 の計測結果は、価格の説明変数を明示的に取

り入れた Houthakker=Taylor モデル分析のもので

ある。価格をのぞいた Houthakker=Taylor モデル

分析よりも決定係数およびダービン・ワトソン比は

改善されているが、各弾力性は経済理論上の整合性

や統計的に有意でないものが得られた。最後に、分

布ラグモデルについては、需要量のラグ変数の上限

が正の 1 を上限とする値であるので、本分析期間

のように、項目需要によって 21 年間のなかで経済

社会要因に影響を受ける場合、これまでとは違った

モデル設定が必要となる。

　本研究は、上述のような変動の激しい期間の伝統

工芸品需要について、時系列データ分析をおこなう

際のモデルを構築し、分析を行うことを目的とする。

時系列モデルの被説明変数を当該財需要とし、説明

変数として所得、前年度の当該財価格、ストック効

果を示す 1 年前の当該財需要、経済変動期間を示

すいくつかの期間ダミー変数を明示的に取り入れ、
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（２−２）

log：常用対数

　（2 −1）式は対数モデルであるので、期間ダミー変

数の係数を除けば、各係数は各変数の弾力性である。

なお、このモデルから動学モデルへと発展させること

ができるが、本研究は通常の回帰分析に準じて計測

および分析をおこなうこととする。今期の所得は今期

の需要量に影響するが、今期の需要は前期の価格に

影響する。本分析の伝統工芸品が耐久消費財である

ので、本研究ではこの点を過去の価格が関係するとし

た。また、今期の需要量に前期の需要量が影響する

とした点は、過去にストックしている当該財が関係し

表２−１．全国の期間ダミー

表２−２．九州地方の期間ダミー

ていると考えるためである。その係数の意味は負の値

が大きくなるにつれて、前期の需要量が増えると今期

の需要量が大きく減少するということに繋がる。すな

わち、ストック効果が大きいといえる。また、その係

数が正の場合については、耐久消費財の場合、経済

理論の整合性に欠けることになる。しかしながら、そ

の係数が小さな正の値のケースは、過去の需要量の

増加があまり今期の需要量に影響しないことを意味し

ており、言い換えればストック効果があるために今期

の需要にあまり影響を及ぼさないといえる。

　期間ダミーについては、図 1−1、図 1− 2 および

図 1− 3 を通じて、つぎのようにした。

「家計調査」にみる伝統工芸品需要の時系列分析
A Time-series Analysis of Traditional Work Demand through　“Annual Report on the Family Income and Expenditure Survey”8



表２−３．北九州・福岡大都市圏の期間ダミー

３．データ

　本研究で用いたデータは、総務省統計局『家計調

査年報』（全世帯）である。分析対象項目（品目）は、

伝統工芸品に対応し時系列分析に必要な数量と支出

金額とから価格データを求めることができ 1 る ‘ た

んす ’、‘ 食器戸棚 ’、‘ 茶わん・皿・鉢 ’、‘ 婦人着物 ’

および ‘ 婦人用帯 ’ である。分析期間は 1997 年か

ら 2017 年の 21 年間で、1 章に述べたように、リー

マンショック時（2008 年）前の株価 20,000 円台

という高値時代最後の 1997 年から最新のデータで

ある 2017 年までである。分析結果を比較する上で、

全国、九州地方および北九州・福岡大都市圏それぞ

れの項目についての時系列データである。

　ところで、所得および価格の実質化については総

務省統計局『消費者物価指数年報』（全国、総合の

基準時 2015 年）を用いた。もちろん、九州地方お

よび北九州・福岡大都市圏の消費者物価指数を利用

することもできるが、経済活動はグローバル化して

おり、全国（総合）の指数を利用した。

４．計測結果

　本研究は、（2 −1）式を用いて全国、九州地方お

よび北九州・福岡大都市圏それぞれを計測した。そ

の結果が表 4 −1、表 4 − 2 および表 4 − 3 である。

５．考察

　本研究のモデル分析では、弾力性等に統計的に有

意でないものも含まれているが、経済理論の整合性

を優先した。回帰係数等の過大・過少推定値を示す

ダービン・ワトソン比については、本計測結果は全

体的に過少推定値の傾向にあるものの、2 前後の値

であった注 5）。

　表 4 − 1 の計測結果から、全国の伝統工芸品の

‘ たんす ’ の所得弾力性、価格弾力性およびストッ

ク効果はそれぞれ 1.5409、− 0.3386 および 0.3248

であり、所得弾力性が 1 以上で所得効果があると

いえる。価格弾力性は負の値であるが、その効果は

小さい。ストック効果は正の小さな値であり、過去

の消費の影響が少ないことを意味している。要す

るに、ストック効果の影響は少ないことを示して

いる。3 つの期間ダミーは統計的に有意であり決定

係数も大きい注 6）。 ‘ 食器戸棚 ’ のそれらは 2.6400、

− 0.3026 および 0.2479 であり、所得効果が大き

いことを示している。価格弾力性は負の値であるが、

その効果は小さい。ストック効果は正の小さな値で

あり、過去の消費の影響が少ないことを意味してい

る。3 つの期間ダミーは統計的に有意であり決定係

数も大きい。‘ 茶わん・皿・鉢 ’ のそれらは 0.0969、

− 0.1697 および 0.6417 であり、所得効果、価格

効果はともに小さく、これらの要因がこの需要に影

響を及ぼしていないことを意味している。ストック

効果は働いており、過去の消費がある程度この消

費を増やすことを示している。3 つの期間ダミーの

うち、2 つの期間ダミーは統計的に有意であり決定
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表 4 −２.　九州地方の伝統工芸品需要分析の計測結果

「家計調査」にみる伝統工芸品需要の時系列分析
A Time-series Analysis of Traditional Work Demand through　“Annual Report on the Family Income and Expenditure Survey”10

表 4 − 1.　全国の伝統工芸品需要分析の計測結果

モデル：（2 − 2）式 .
上段は各係数、下段は各係数の 値 .
1 年前の相対価格の係数を価格弾力性としている。またその係数の整合性で当該年数の価格弾力性も一部ある。
***、** および * はそれぞれ 1％、5％および 10％で統計的に有意（以下、同断）.



表 4 −３.　北九州・福岡大都市圏の伝統工芸品需要分析の計測結果
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係数も 0.9766 と大きい。‘ 婦人用着物 ’ のそれらは

1.8809、− 1.0076 および 0.7115 であり、すべて

統計的に有意である。所得弾力性が大きく、所得効

果が大きいことを示している。価格弾力性はほぼ−

1 であり、ある程度の価格効果があることを示して

いる。ストック効果が働いており、過去の消費があ

る程度この消費を増やすことを示している。期間ダ

ミーは期間ダミー 3 を除けば統計的に有意であり、

決定係数も 0.9531 と大きい。‘ 婦人用帯 ’ のそれら

は 3.2948、0.0130 および 0.6080 で、所得効果が

非常に大きいことを示している。価格効果は非常に

小さな正の値で、経済理論の整合性に欠けている。

ストック効果が働いており、過去の消費がある程度

この消費を増やすことを示している。期間ダミーは

期間ダミーは期間ダミー 3 を除けば統計的に有意

であり、決定係数も 0.8924 と大きい。

　表 4 − 2 の計測結果から、九州地方の伝統工芸

品の ‘ たんす ’ の所得弾力性、価格弾力性およびス

トック効果はそれぞれ− 1.2417、0.0306 および

− 0.2739 で所得弾力性と価格弾力性は経済理論の

整合性に欠けるとともに統計的に有意でない。ス

トック効果は負の小さな値であるが、統計的に有意

であり、過去の消費が現在の消費にわずかであるが

減少をもたらすことを示している。すなわち、ストッ

ク効果が若干ではあるが働いている。期間ダミーは

統計的に有意であり、そのあてはまりは決定係数の

0.8327 という大きさに表れている。‘ 茶わん・皿・

鉢 ’ のそれらは 0.3255、0.0175 および 0.2049 で、

所得効果は小さく、価格効果は正の小さな値で理論

整合性に欠けている。ストック効果は働いていない。

決定係数は 0.9007 と大きく、この 2 つの期間ダミー

が関係している。‘食器戸棚’、‘婦人用着物’および‘婦

人用帯 ’ は統計的に有意な係数もあるが、決定係数

はすべて小さく、解釈は割愛する。

　表 4 − 3 の計測結果から、北九州・福岡大都市

圏の伝統工芸品の ‘ 茶わん・皿・鉢 ’ の所得弾力性、

価格弾力性およびストック効果はそれぞれ 2.8642、

− 0.3671 および 0.0436 であり、所得効果が大き



く、価格効果は小さい。ストック効果は正の非常に

小さな値であるので、過去の消費が現在の消費に影

響しないことを意味している。決定係数は 0.7210

で、2 つの期間ダミーが関係していることがわか

る。‘ 婦人用着物 ’ のそれらは 5.1738、− 0.0642、

および− 0.4504 であり、所得効果が非常に大きい

ことを示している。価格効果は理論的整合性を満た

しているが、その値は小さく価格の影響がないこと

を示している。ストック効果は負の値を示している

ので、過去の需要が現在の消費にある程度の影響が

あることを意味している。すなわち、ストック効

果の影響を受けていることを示している。決定係

数は 0.6751 であり、2 つの期間の期間ダミーが関

係していることがわかる。‘ 婦人用帯 ’ のそれらは

1.3209、0.0857 および 0.2411 であり、所得効果

は 1 以上の値で、この需要に所得が影響を及ぼし

ている。価格効果は正の小さな値であり、理論の整

合性に欠けている。ストック効果は正の小さな値で

あり、過去の消費がこの現在の消費にあまり影響し

ないことを意味している。決定係数は 0.6907 であ

り、2 つの期間の期間ダミーが関係していることが

わかる。‘ たんす ’ および ‘ 食器戸棚 ’ は決定係数が

小さく、解釈は割愛する。

６.　結論

　本章は 5 章の考察を通じて、結論づけをおこな

うことにする。全国、九州地方および北九州・福岡

大都市圏から、主につぎのことが結論づけられる。

すなわち、

所得増加が当該財需要にもたらす影響が大き

い。全国および九州地方は ‘ 茶わん・皿・鉢 ’

については、所得弾力性が小さく、所得の増

加があってもこれらの需要は増加しない。北

九州・福岡大都市圏は影響が大きい。

価格弾力性について：全国の婦人用着物を除

けば、小さな負の値であるか小さな正の値で

あり、価格効果がほとんどない。

ストック効果について： 全国の ‘ 茶わん・皿・

鉢 ’、婦人用着物 ’ および ‘ 婦人用帯 ’ は 0.6

～ 0.7 であり、あまり働いていない。これら

以外は、負の値かあるいは正の小さな値であ

るので、ストック効果があるか、過去の需要

がほとんど現在の需要に影響しないことを意

味する。

モデルの説明変数について： 前年度の価格が

今年度の需要に影響することを明示的に取り入

れることによって、価格弾力性の値が負の値を

得、理論的整合性が保たれるケースが多くなっ

た。また、期間ダミーを取り入れることによって、

決定係数が大幅に改善され、各弾力性を分析

することができることに繋がった。

（２）

（３）

（４）

　本研究のモデル分析の結果、前年の価格や、 1 を

上限としない前年の需要量、変動を捉える期間ダ

ミーを明示的に取り入れることが重要であることが

分かった。本研究のようなモデル分析においては、

前年の説明変数を取り入れることで、ダービン・ワ

トソン比の問題が生じる可能性がある。つまり、統

計的に有意でない弾力性を回避することを検討する

が、その際は多重共線性の問題の回避もまた、同時

に考えなければならないということである。本研究

「家計調査」にみる伝統工芸品需要の時系列分析
A Time-series Analysis of Traditional Work Demand through　“Annual Report on the Family Income and Expenditure Survey”12

（１）所得弾力性について： ‘ たんす ’、‘ 食器戸棚 ’、

‘ 婦人用着物 ’ および ‘ 婦人用帯 ’ は大きく、



の場合、期間ダミー変数を取り入れており、そのこ

とで計測結果の過大・過少推定値の問題はある程度

回避された。繰り返しになるが、時系列データ分析

の場合は、多重共線性回避だけでなく、期間ダミー

をどのように決めるか、系列相関回避の問題などを

解決するため、多くのデータを加工しなければなら

ない。本研究は、各弾力性の統計的有意よりも経済

学的理論の整合性を優先したが、同時に以上のよう

な時系列データ分析における問題を最低限解決した

モデル分析という点でも、意義を有するものと考え

られる。

　本研究のモデル分析は、近年の変動激しい期間の

伝統工芸品の需要分析を試みた。コロナ渦の続く今

日、本研究の分析期間よりもなお一層激しい経済社

会状況にあるといえよう。そのため、需要構造の変

化も予想されるため、引き続き当該研究を継続し、

動向を注視したい。
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注

注1）

注2）

注３）

注４）

注５）

注６）

参考文献 [13] の 55-57 頁を参照。ここでは多重共線性を回

避するために分布ラグモデルに主成分回帰分析をおこなって

いる。

参考文献 [3] の pp.8-21 を参照。 また、参考文献 [4] の

23-38 頁を参照のこと。

ロッテルモデルは参考文献 [13] の 285-300 頁を参照。ま

た AIDS モデルは参考文献 [2] の pp.312-326 を参照と、参

考文献 [9]151-182 頁を参照のこと。

http://j.gmobb.jp/center/c_table_n.htm の経営研究セン

ター JC の「経済年表」から引用した。

計測結果のうちダービン・ワトソン比については、表 4 −1

～表 4 − 3 において全体的に若干過少推定値の項目もある

がデータ数や変数の数が異なるとともに、経済理論の整合

性を優先しているので有意のマークを付していない。それゆ

え、以下ではダービン・ワトソン比については論じない。

決定係数の解釈については、付表 1−1 ～付表 1− 3 の決

定係数との比較からである。
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付表１−１．全国の各項目の弾力性（通常の回帰分析：OLS）

付表１−２．九州地方の各項目の弾力性

付表１−３．北九州市・福岡市の各項目の弾力性

モデル：logq1=logb0+b1log+b2logpt

　　 q：当該財の1人当たり需要量、x：1人当たりの実質所得、p：当該財の相対価格
　　 t：1997～2017年、log：常用対数
***、** および * はそれぞれ 1％、5％および 10％で統計的に有意（以下、同断）
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付表２−１．全国の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（1）の計測結果

付表２−２．九州地方の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（1）の計測結果

モデル：logq1=logA0+A1logqt–1+A2Δlogxt+A3logxt–1

ここで、α、β、γおよび δは短期の弾力性である。
詳細は参考文献 [3] の pp.14-15 および [4]30-31 頁を参照のこと。



付表２−３．北九州市・福岡市の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（1）の計測結果

付表３−１．全国の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（2）の計測結果

モデル：logq1=logA0+A1logqt–1+A2Δlogxt+A3logxt–1+A4logpt+A5logpt–1

短期の弾力性の詳細は参考文献 [3]および [4]を参照のこと。
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付表３−２．九州地方の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（2）の計測結果

付表３−３．北九州市・福岡市の各項目のハウタッカー＝テイラーモデル分析（2）の計測結果
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